
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ３ 部 

障害福祉サービス等の提供体制の確保 
＜第８期品川区障害福祉計画・第４期品川区障害児福祉計画＞ 

令和９（202７）年度～令和１１（2029）年度 

 

資料２



第１章 施策体系 

施策の柱 主な施策・取組み 

１ 包括的な相談支援の充実 
（１） 相談支援体制の強化 

（２） 障害特性に応じた専門相談の充実 

２ 地域生活の支援の充実 

（１） 意思決定支援の促進 

（２） 地域生活への移行・継続の支援 

（３） 保健・医療・福祉等の連携強化 

３ 障害福祉サービス等の充実 

（１） サービス提供体制の確保 

（２） 地域生活支援拠点等の機能の充実 

（３） 重症心身障害・医療的ケアの支援の推進 

（４） 精神障害に対応した地域包括ケアの推進 

（５） 発達障害支援の充実 

（６） サービスの質の向上 

４ 障害福祉人材の確保・育成 
（１） 障害福祉人材の確保・定着 

（２） 研修の充実・職場環境の整備 

５ 
障害のある子どもへの 

支援の充実 

（１） 子どもの意思形成支援等の促進 

（２） 地域における支援体制の充実 

（３） 早期発見・早期支援の充実 

（４） 家族支援の充実 

６ 安全・安心な暮らしの確保 
（１） バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

（２） 災害対応等の促進 

７ 就労支援の充実 
（１） 就労支援の推進 

（２） 多様な働き方の推進 

８ 社会参加の促進 

（１） 情報アクセシビリティ・意思疎通支援の充実 

（２） スポーツ・健康増進活動の充実 

（３） 文化・芸術活動の充実 

（４） 外出支援・参加支援の充実 

９ 障害理解と権利擁護の促進 

（１） 虐待防止・権利擁護の促進 

（２） 障害理解・差別解消の促進 

（３） 合理的配慮の提供の充実・促進 

10 インクルージョンの推進 
（１） 教育のインクルージョンの推進 

（２） 地域におけるインクルージョンの充実 
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第２章 施策の柱と取組みの方向性 

 

施策の柱１ 包括的な相談支援の充実 

 

障害のある人やその家族が地域で安心して暮らしていくためには、困っている

ときに誰かに気軽に相談できる環境が必要となります。サービスの利用援助およ

び専門機関の紹介等、身近な相談機関による支援体制の整備は、障害のある人と

その家族にとって、安心してより良い生活を送るうえでの基盤となるものです。 

現行の障害福祉サービス等は、利用者の意思・判断によって選択することが前

提になっており、適切なサービス選択を支援するという観点からも、相談支援体

制の整備は重要です。 

近年、障害のある人およびその家族が抱えている課題は、社会情勢の変化、障

害者の重度化・高齢化等の様々な要因を背景として、複雑化しており、相談支援

体制のさらなる充実が求められています。 

そのため、基幹相談支援センター（障害者支援課）を中心として、地域生活拠

点相談支援センター、相談支援事業所およびその他関係機関が連携し、障害のあ

る人およびその家族が抱える複合的な課題を把握するとともに、適正な保健、医

療・福祉サービスへつなげる等、包括的な相談支援体制の強化に努めます。 

さらに、障害種別および障害特性を問わない専門相談の充実、相談支援を行う

人材の育成等、多様なニーズに対応するための体制整備を図ります。 

また、精神障害のある人に対して、ピアサポーターによる支援を拡充し、地域

で安心して生活ができる体制整備を促進していきます。 
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（１）相談支援体制の強化  

  

施策・取組 内容 所管 

意思決定支援に基
づく相談支援の充
実 

障害者福祉に関わる全ての支援員が「障害福
祉サービスの利用等にあたっての意思決定支
援ガイドライン」に基づき、障害者の意思決定
支援を尊重した相談支援を実施します。 

障害者支援課 

相談支援の専門性
強化と人材育成 

基幹相談支援センター、地域拠点相談支援セ
ンター、相談支援事業所等の重層的な仕組み
を活かした包括的な相談支援体制のもと、専
門的な指導・助言および人材育成など各種機
能のさらなる強化・充実を図ります。 

障害者支援課 

相談支援体制の強
化と連携 

基幹相談支援センターと地域拠点相談支援セ
ンターが、相談支援システムネットワークを
活用することで、相談情報を共有します。さら
に、定期的な相談支援事業所連絡会の開催に
より、事業所間の情報交換や情報共有を行う
ことで、相談支援体制の強化、相談支援のスキ
ルアップを図ります。 

障害者支援課 

高齢障害者に関す
る相談支援充実 

介護保険制度への移行等、高齢障害者とその
家族が抱える課題に対応するため、各相談支
援事業所が在宅介護支援センターに併設する
相談支援事業所と連携して支援することで、
高齢障害者とその家族の相談支援の充実を図
ります。 

障害者支援課 

子ども発達相談の
充実 

身近な地域において、気軽に子どもの発達に
関する相談を受けることができるように、子
ども発達相談室の機能や、相談支援事業所の
充実を図ります。 

障害者支援課 

重層的な家族支援 
介助者の高齢化や就労の多様化等、家庭の事
情を踏まえ、重層的な視点から家族支援を行
います。 

障害者支援課 

ヤングケアラー支
援の推進 

ヤングケアラー支援については、家族がケア
を抱え込むことを防ぐため、SNS 相談やキャリ
ア相談の体制を整備し、コーディネーターを
中心に関係機関で連携していくとともに、配
食や学習、家事・育児、通訳などの直接的支援
やピアサポートを実施していきます。また、地
域全体で寄り添い伴走できる体制を築くた
め、区内の支援団体や企業との連携も進めて
いきます。 

子ども家庭支援 
センター 

主な施策・取組 

課題１ 
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（１）相談支援体制の強化（つづき） 

 

（２）障害特性に応じた専門相談の充実  

施策・取組 内容 所管 

研修体制の充実に
よる専門相談の強
化 

各種研修の実施ならびに東京都の研修への参
加を促し、障害特性に応じた専門相談の充実
を図ります。 

障害者支援課 

障害特性に対応し
た専門人材育成 

障害福祉サービス等事業所における障害児者
の受入れ拡充を図るため、東京都の研修への
参加を促し、重症心身障害、強度行動障害、医
療的ケア等に対応できる専門的人材の育成を
図ります。 

障害者支援課 

高次脳機能障害へ
の対応強化 

高次脳機能障害専門相談員が、区内の相談支
援専門員へ助言する等、障害特性に応じた知
識・スキルのレベルアップを図ります。さら
に、交流会等の開催を通じて、支援機関の周知
に努めるとともに、高次脳機能障害に関する
理解啓発を進めます。 

障害者支援課 

施策・取組 内容 所管 

複雑・複合化した支
援ニーズへの対応 

重層的支援体制整備事業により、介護、障害、
子育て、生活困窮等分野ごとに行われている
相談支援の中で、単独の分野では解決が難し
い事例についても、幅広く受け止め、相談者の
困りごとを整理し、関係機関と連携を図りな
がら、地域住民の複雑・複合化した支援ニーズ
に対応します。 

福祉計画課 

品川区地域自立支
援協議会の活用 

利用者ニーズに即したサービス提供ができる
よう、「品川区地域自立支援協議会」の場を活
用し、地域の課題や社会資源の把握にとどま
らず、障害福祉サービス等の社会資源の改善
や開発を行える相談支援専門員を育成しま
す。 

障害者支援課 

主任相談支援専門
員の確保・活用 

指定特定相談支援事業者および指定障害児相
談支援事業者において、地域の相談支援従事
者の育成等を担う人材である主任相談支援専
門員を計画的に確保するとともに、有効に活
用していきます。 

障害者支援課 

セルフプラン率の
把握と相談支援専
門員の育成 

「のぞまないセルフプラン」件数・率を年度ご
とに把握し、相談支援専門員の継続的な研修
による支援力向上と、関係機関との連携強化
による情報共有の円滑化を進めながら、本人
の意向を丁寧に把握して適切なサービス利用
へ確実につなげる相談支援体制の充実を図り
ます。 

障害者支援課 

課題１ 課題３ 
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（２）障害特性に応じた専門相談の充実（つづき） 

施策・取組 内容 所管 

発達障害児者への
地域生活支援 

品川区発達障害児者相談支援センターにおい
て、発達障害児者の地域生活を支援するため、
日常生活や就労の相談等を行います。 

障害者支援課 

精神障害者への地
域生活支援 

品川区精神障害者地域生活支援センターにお
いて、精神障害者の地域生活を支援するため
に、日常生活の相談、交流の場の提供等を行い
ます。 

障害者支援課 

精神障害者ピアサ
ポートの推進 

精神障害者ピアサポート事業により、ピアサ
ポーターによる精神障害者への支援拡充と、
精神障害者が安心して生活ができる地域体制
整備を促進します。 

障害者支援課 
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施策の柱２ 地域生活の支援の充実 

 

障害のある人が、自ら希望する暮らし方を選択し、住み慣れた地域で安心して生

活を続けていくためには、住まいおよび日常生活、緊急時の対応等、地域生活を支

える様々な支援を一体的に提供していくことが重要です。 

本人が自らの意思、選好および価値観に基づいて意思決定することとその過程を

支える取組みである「意思決定支援」は、障害者本人の自己決定の尊重を基礎とし

ています。こうした意思決定支援を実現するためには、支援に携わる相談支援専門

員やサービス従事者の知識・技術等の向上が不可欠であり、本人の生活に寄り添う

関係者全体で意思決定支援への取組みを進めることが重要です。 

そのため、「品川区地域自立支援協議会」において、地域における障害者支援に

関する課題および支援ニーズを関係機関等と共有し、相互の連携を深めるととも

に、障害福祉サービス等の整備状況を踏まえ、地域の実情に応じた支援体制の充実

について協議を進めます。 

地域生活への移行にあたっては、令和８年４月から入所施設に配置が義務化され

た「地域移行等意向確認担当者」を中心に、関係機関と連携しながら、本人の意思

を尊重した支援を行います。また、一人暮らしの体験の場および地域生活を支える

サービス提供体制を整備するとともに、地域での生活拠点となる障害者グループホ

ーム等の住まいの確保に努め、障害のある人が地域で安心して暮らし続けられる地

域の体制づくりを推進します。 

また、精神障害、高次脳機能障害、難病および医療的ケア等の医療的支援を必要

とする人が心地よく暮らせるよう、引き続き、保健・医療・福祉の連携強化を図り

ます。 
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（１）意思決定支援の促進 

施策・取組 内容 所管 

意思決定支援の浸
透と支援力向上 

障害者の意思決定の支援が「障害福祉サービ
スの利用等にあたっての意思決定支援ガイド
ライン」に沿って実現できるよう、品川介護福
祉専門学校の福祉カレッジや相談支援専門員
向けの研修を実施し浸透させることで、相談
支援専門員やサービス従事者の支援力の向上
に取り組みます。 

障害者支援課 

 

（２）地域生活への移行・継続の支援  

施策・取組 内容 所管 

品川区地域自立支
援協議会による支
援体制整備 

「品川区地域自立支援協議会」において、地域
における障害者への支援体制に関する課題に
ついて情報を共有し、関係機関等の連携の緊
密化を図るとともに、障害のある人のニーズ
や既存の障害福祉サービス等の整備状況を考
慮したうえで、地域の実情に応じた体制の整
備について協議していきます。 

障害者支援課 

精神障害者・知的障
害者の安定した地
域生活支援 

日常生活の困りごとに対する助言や指導、ま
た一般賃貸住宅等への入居希望者への必要な
支援、地域での見守りや交流など様々な支援
を通じて、区内で生活する精神障害者および
知的障害者が安定した地域生活を継続できる
支援を行います。 

障害者支援課 

地域移行に対する
支援・整備 

地域で安心して自分らしい暮らしを実現でき
るように、地域移行等意向確認担当者と連携
しながら、本人および家族の意向を踏まえた
地域移行の支援をします。また、地域生活を支
えるサービスの充実を図るとともに、地域で
の生活拠点となる障害者グループホーム等の
住まいの確保に努めます。 

障害者施策推進課
障害者支援課 

グループホームか
ら一人暮らしへの
移行支援 

グループホームから一人暮らしへの移行につ
いて、地域生活支援拠点の体験の場を活用す
る等、希望する一人暮らしが実現し継続でき
るよう、自立生活援助等の支援を行っていき
ます。 

障害者支援課 

  

主な施策・取組 

課題２ 
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（２）地域生活への移行・継続の支援（つづき） 

施策・取組 内容 所管 

居住支援による住
まい確保 

不動産関係団体、居住支援団体、区等で構成さ
れた居住支援協議会において、住まいの確保
に配慮を要する方の民間賃貸住宅への入居に
関する支援策等について、協議および検討を
行っていきます。また、ご自身で住まいを探す
ことが困難な障害者を対象に不動産事業者と
連携した民間賃貸住宅のあっ旋を行います。 

障害者支援課 
住宅課 

 

（３）保健・医療・福祉等の連携強化 

施策・取組 内容 所管 

医療的ケア児者へ
の支援体制構築 

医療的ケア児者と家族が地域で安心して心地
よく暮らせるよう、医療的ケア児等コーディ
ネーターが保健・医療・福祉等の各分野との連
携を図り、協力する体制づくりを進め、支援の
充実を図ります。 

障害者支援課 
保健センター 

精神障害者の地域
生活支援・アウトリ
ーチ支援 

精神障害者が安心して自分らしく暮らすこと
ができるよう、保健、医療、福祉等の関係機関
の連携を強化するとともに、多職種チームに
よるアウトリーチ支援を行い、包括的な支援
体制構築に取り組みます。 

障害者支援課 
保健センター 

品川区地域自立支
援協議会全体会お
よび精神障害支援
部会による連携・取
組み強化 

品川区地域自立支援協議会全体会および専門
部会の精神障害支援部会にて、精神障害のあ
る人が地域で安心して暮らすことができるよ
う、保健・医療・福祉の連携を強化し、今後の
支援の在り方および取組みについて検討しま
す。 

障害者支援課 
保健センター 

難病患者への支援
体制整備 

「品川区難病対策地域協議会」において、難病
患者とその家族への支援体制に関する課題を
共有します。関係機関との連携により、難病対
策のあり方や体制の整備等について協議を行
い、特殊疾病に対する地域の理解を深め、社会
生活・療養生活の支援についての検討を進め
ます。 

障害者支援課 
保健センター 

高齢障害者の適切
なサービス利用に
係る連携 

高齢障害者が、住み慣れた地域で生活してい
くために、障害者分野の施策に限らず、高齢者
分野の施策も含めて、必要なサービスを適切
に利用できるよう、関係部署およびサービス
提供事業所や相談支援事業所と連携し、相談・
情報提供体制を強化します。 

高齢者福祉課 
障害者支援課 
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（３）保健・医療・福祉等の連携強化（つづき） 

施策・取組 内容 所管 

高次脳機能障害へ
の支援充実 

心身障害者福祉会館に配置している高次脳機
能障害専門相談員が、本人とその家族に対す
る相談支援、高次脳機能面の評価、利用できる
サービスや関連機関に関する相談等、支援の
充実に取り組みます。 

障害者支援課 

自殺対策の推進 

自殺対策事業において、ゲートキーパー研修
や普及啓発活動等を実施し、誰も自殺に追い
込まれることのない地域社会の実現をめざし
ます。 

保健予防課 
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施策の柱３ 障害福祉サービス等の充実 

 

障害のある人が地域で安心して暮らしていくためには、個々の利用者ニーズに

応じた質の高い障害福祉サービス等が求められます。 

区では、これまで地域における障害のある人の日常生活を支えるため、利用者

ニーズに応じた障害福祉サービス等を提供するとともに、重症心身障害・医療的

ケアが必要な人への支援、親なき後に残された障害のある子どもへの支援等の障

害福祉サービス等の充実に努めてきました。 

近年では、障害者グループホーム整備を喫緊の課題として、「品川区立出石つば

さの家（令和６（2024）年度開設）」、「なないろ小山（令和８（2026）年度開

設）」および「（仮称）戸越四丁目障害者グループホーム（令和８（2026）年度開

設予定）」を整備し、目標としていた、令和３（2021）年度末の定員数を基準とし

て、令和８（2026）年度末までの合計 100 人分の定員増を達成しました。 

しかしながら、障害者の重度化・高齢化に伴い、日常的に介護を必要とする障

害者は増加傾向にあることから、引き続き、障害者グループホーム等の整備を継

続するとともに、重度障害者等の受入れに必要な支援体制について検討を進めま

す。 

また、障害のある人の重度化・高齢化および「親なき後」を見据えて、①相

談、②緊急時の受入れ・対応、③体験の機会・場、④専門的人材の確保・養成等

の４つの機能を有する地域生活支援拠点等の整備を進めてきました。 

引き続き、地域生活支援拠点等コーディネーターの配置等を通じて、地域生活

支援拠点が適切に機能するよう推進します。 

さらに、重症心身障害・医療的ケアが必要な人への支援体制の充実に向け、重

症心身障害者通所事業所「ピッコロ」の移転拡張等による定員拡大を実現すると

ともに、医療的ケア児等コーディネーターが保健・医療・福祉等の各分野との連

携を図り、協力する体制づくりを進めます。また、重症心身障害のある人等の看

護や介護をご家族に代替して行う事業等により、介護者の負担軽減を図ります。 

 

こうしたサービス提供体制の確保および地域生活支援拠点等の機能の充実を基

盤として、入院中の精神障害のある人等に対する退院支援、発達障害のある人お

よびその家族に対する、子どもの行動への理解を深め、適切な関わり方を学ぶ機

会の提供等、それぞれのニーズに応じた支援の充実を図ります。 

さらに、利用者本位の質の高いサービスを提供していくため、障害福祉サービス
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事業所等に対する運営指導等を計画的に実施し、事業所の適正な運営とサービスの

質の向上に取り組みます。加えて、障害福祉サービス事業所の適切な情報公表を促

進し、利用者のサービス選択に資する情報提供の充実を図ります。 
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（１）サービス提供体制の確保  

施策・取組 内容 所管 

地域移行支援と障
害者グループホー
ム確保 

地域で安心して自分らしい暮らしを実現でき
るように、地域移行等意向確認担当者と連携
しながら、本人および家族の意向を踏まえた
地域移行の支援をします。また、地域生活を支
えるサービスの充実を図るとともに、地域で
の生活拠点となる障害者グループホーム等の
住まいの確保に努めます。 

障害者施策推進課 
障害者支援課 

障害者グループホ
ーム整備促進 

障害者グループホームの整備に係る費用の一
部を補助するとともに、セミナーや個別相談
会の実施などにより、民間事業者の参入や整
備を支援し、障害者グループホームの整備促
進を図ります。 

障害者施策推進課 

重症心身障害者通
所事業所の拡張 

八潮五丁目の重症心身障害者通所事業所「ピ
ッコロ」の定員拡大と医療的ケア対応の充実
を図るため、区立八潮南特別養護老人ホーム
の増改築等に合わせ、同施設の既存棟に移転・
拡張します（令和 10（2028）年度開設予定）。 

障害者施策推進課 

児童発達支援セン
ター整備 

小山台二丁目の財務省小山台住宅等跡地を活
用し、区内３か所目となる児童発達支援セン
ターを整備します（令和 10（2028）年度開設
予定）。 

障害者施策推進課 

放課後等デイサー
ビス事業所の開設
促進 

放課後等デイサービス事業所の開設費用等の
助成により民間事業者による事業所開設を促
進し、障害のある子どもへのサービス提供体
制の充実を図ります。 

障害者施策推進課 

障害者の日中活動
の場（通所施設）整
備 

小山台二丁目の財務省小山台住宅等跡地を活
用し、障害者の日中活動の場（通所施設）を整
備します（令和 10（2028）年度開設予定）。 

障害者施策推進課 

18 歳の壁対策強化 
18 歳以上の障害者を日中一時支援として受け
入れる事業所に対する補助制度を整備するこ
とで、「18 歳の壁」対策強化を図ります。 

障害者支援課 

心身障害者福祉会
館の今後の整備に
向けた検討 

心身障害者福祉会館については、建物の老朽
度調査の結果を踏まえ、建替え時期や代替施
設の確保に向けた検討を進めます。 

障害者施策推進課 

今後の障害者施設
整備に向けた検討 

障害福祉サービスの利用状況や将来的な需
要、地域課題等を踏まえ、障害者施設の整備に
関する方向性や必要な取組みについて検討を
進めます。 

障害者施策推進課 

 

  

主な施策・取組 

課題２ 課題３ 課題４ 課題６ 
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（２）地域生活支援拠点等の機能の充実 

施策・取組 内容 所管 

地域生活支援拠点
の機能充実 

障害者の重度化・高齢化や「親なき後」を見据
え、課題に応じて、どのような機能をどの程度
備えるべきかについて、地域生活支援拠点と
してのあるべき姿を「地域生活支援拠点検討
会」において検討し、必要な機能の充実を図り
ます。 

障害者支援課 

地域生活支援拠点
等コーディネータ
ー配置 

地域生活支援拠点等コーディネーターの配置
を通じて、地域生活支援拠点の業務を効果的
かつ効率的に実施できるよう推進します。 

障害者支援課 

地域生活支援拠点
と障害福祉サービ
ス事業所の連携強
化 

地域生活支援拠点において、障害福祉サービ
ス事業所との連絡会を通じて、情報共有を行
い連携強化することで、地域生活支援拠点等
の機能の充実を図ります。 

障害者支援課 

地域移行に向けた
体験の機会・場の提
供 

入所施設や病院、親元からの地域移行に向け
た、短期入所および障害者グループホームの
体験の機会・場の提供を行います。 

障害者支援課 

 

（３）重症心身障害・医療的ケアの支援の推進 

施策・取組 内容 所管 

医療的ケア児者へ
の支援体制構築 

医療的ケア児者と家族が地域で安心して心地
よく暮らせるよう、医療的ケア児等コーディ
ネーターが保健・医療・福祉等の各分野との連
携を図り、協力する体制づくりを進め、支援の
充実を図ります。 

障害者支援課 
保健センター 

医療的ケア児者へ
の包括的支援の構
築 

「品川区医療的ケア児等支援関係機関連絡
会」の開催や医療的ケア児等コーディネータ
ー支援体制整備促進事業等、重症心身障害児・
医療的ケア児への包括的な支援の構築を進め
ます。 

障害者支援課 

重症心身障害者・医
療的ケア対応施設
の整備と在宅支援
充実 

重症心身障害者・医療的ケアが必要な人に対
応できるよう、整備予定の施設での受入れを
促進するとともに、在宅支援の拡充を図りま
す。 

障害者施策推進課 
障害者支援課 

重症心身障害者通
所事業所の定員拡
大と医療的ケア対
応充実 

八潮五丁目の重症心身障害者通所事業所「ピ
ッコロ」の定員拡大と医療的ケア対応の充実
を図るため、区立八潮南特別養護老人ホーム
の増改築等に合わせ、同施設の既存棟に移転・
拡張します（令和 10（2028）年度開設予定）。 

障害者施策推進課 

  

課題２ 課題３ 課題６ 
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（３）重症心身障害・医療的ケアの支援の推進（つづき） 

施策・取組 内容 所管 

重症心身障害児・医
療的ケア児のイン
クルーシブ環境と
家族支援 

重症心身障害児・医療的ケア児と地域の子ど
も達がインクルーシブな環境で安全・安心に
過ごせる場を提供するとともに、地域交流を
通じた仲間づくりや子育ての情報交換等がで
きるよう支援を行います。 
また、重症心身障害児・医療的ケア児の家族が
抱える不安や悩みに対する相談を「インクル
ーシブひろばベル」で受けることで、医療的ケ
ア児とその家族が不安なく地域生活を送れる
よう支援します。 

障害者支援課 

重症心身障害児者
在宅レスパイト・就
労等支援事業の提
供 

重症心身障害児者等の看護や介護をご家族に
代替して行う、重症心身障害児者在宅レスパ
イト・就労等支援事業を提供して介護者の負
担軽減を図ります。 

障害者支援課 

医療ショートステ
イ受入れと交通費
補助 

医療機関において、医療的ケアが必要な障害
児者の短期入所での受入れを行い、安心して
地域で暮らすことができるよう支援します。
また、医療ショートステイに係る交通費補助
を引き続き実施していきます。 

障害者支援課 

医療的ケア児の保
育園受入れ推進 

医療的ケア児の保育園申込みに際し、健康状
態、医療的ケアの実施状況等の審査を経て入
園後、区立保育園では、看護師を加配のうえ、
連携医療機関から定期的に助言を受けなが
ら、安全な保育・教育環境を提供します。 
私立保育園では、看護師配置のための人件費
等の補助を行う「医療的ケア児保育支援事業」
により、医療的ケア児の受入れを進めます。 
さらに区内私立保育園への研修等を通じ、受
入れ可能園の拡充に努めるとともに、就学に
向けて学校やすまいるスクールとも連携し、
切れ目のない支援につなげていきます。 

保育施設運営課 

医療的ケア児等の
育ちの支援事業 

医療的ケア等により、保育園等の利用が困難
な児童を、保育士等が保護者と協力して居宅
等にて定期的に保育する「医療的ケア児等の
育ちの支援事業」を進めることで、区立保育園
との交流など様々な経験を通して、子どもの
健やかな成長を図ります。 

保育施設運営課 

医療的ケア児童・生
徒への学校支援 

医療的ケアが必要な児童・生徒の入学につい
ては、主に就学相談を通し、本人の健康状態、
ケアの種類、方法等を保護者、主治医、入学す
る学校等と相談しながら進め、看護師を学校
に配置していくとともに、教育総合支援セン
ター勤務の看護師による巡回を行い、適切な
医療的ケアを実施していきます。 

教育総合支援 
センター 
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（４）精神障害にも対応した地域包括ケアの推進 

施策・取組 内容 所管 

精神障害者地域生
活支援センターの
相談・交流機能 

品川区精神障害者地域生活支援センターにお
いて、精神障害者の地域生活を支援するため
に、日常生活の相談、交流の場の提供等を行い
ます。 

障害者支援課 

精神障害支援部会
による連携強化 

品川区地域自立支援協議会全体会および専門
部会の精神障害支援部会にて、精神障害のあ
る人が地域で安心して暮らすことができるよ
う、保健・医療・福祉の連携を強化し、今後の
支援の在り方および取組みについて検討しま
す。 

障害者支援課 
保健センター 

精神障害者の退院
支援と地域生活移
行促進 

精神科病院に入院中の精神障害者等に対し
て、コーディネーターによる退院支援を行い
地域生活への移行を図るとともに、多職種支
援によるメンタルチームサポート事業を継続
することにより、安定した生活ができるよう
地域での支援体制を強化し、精神障害にも対
応した地域包括ケアシステムにつなげます。 

障害者支援課 
保健センター 

精神障害者の安定
した地域生活支援 

日常生活の困りごとに対する助言や指導、ま
た一般賃貸住宅等への入居希望者への必要な
支援、地域での見守りや交流など様々な支援
を通じて、区内で生活する精神障害者等が安
定した地域生活を継続できる支援を行いま
す。 

障害者支援課 

精神障害者ピアサ
ポート事業の推進 

精神障害者ピアサポート事業により、ピアサ
ポーターによる精神障害者への支援拡充と、
精神障害者が安心して生活ができる地域体制
整備を促進します。 

障害者支援課 

 

（５）発達障害支援の充実  

施策・取組 内容 所管 

発達障害児者相談支
援センターの機能充
実 

品川区発達障害児者相談支援センターにお
いて、発達障害児者の地域生活を支援するた
め、日常生活や就労の相談等を行います。 

障害者支援課 

発達障害児者と家族
への支援充実 

児童発達支援センターにおいて、子どもの行
動を理解し、適切な関わり方を学べるよう、
ペアレントプログラムやペアレントトレー
ニング等の発達障害児者およびその家族に
対する支援の充実を図ります。 

障害者支援課 

 

  

課題３ 
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（６）サービスの質の向上  

施策・取組 内容 所管 

障害福祉サービス
事業所の適正運営
とサービス質向上 

障害福祉サービス事業所等に対して、集団指
導および運営指導を計画的に実施し、事業所
の適正運営およびサービスの質の向上を図り
ます。 
また、障害福祉サービス等情報公表制度の公
表率向上に取り組み、事業所情報の適切な公
表を推進します。 

障害者施策推進課 

意思決定支援ガイ
ドラインに沿った
支援確認 

集団指導および運営指導の機会を活用し、意
思決定支援ガイドラインを踏まえたサービス
担当者会議や個別支援会議における本人参加
の状況、子どもの意思形成・意思表出を支援す
る取組みについて確認し、必要な助言等を行
います。 

障害者施策推進課 

第三者評価受審費
用の助成 

区内の事業所の障害福祉サービスの質の向上
のため、補助対象となる、居宅介護・児童発達
支援・放課後等デイサービスの障害福祉サー
ビス第三者評価受審にかかる費用について助
成します。 
また、障害福祉サービス第三者評価受審施設
数の増加に向け、より効果的な周知方法等に
ついて、検討を進めます。 

障害者施策推進課 

施設サービス向上
研究会によるサー
ビス質向上 

区内の高齢者施設と障害者施設が参加する
「施設サービス向上研究会」において、サービ
ス提供の自己評価（セルフチェック）やサービ
ス向上計画作成を実施し、サービスの質の向
上を図ります。 

高齢者福祉課 
障害者支援課 

福祉オンブズマン
制度開始に向けた
整備 

福祉サービスで発生した苦情について調査
し、改善を図る「（仮称）品川区福祉オンブズ
マン制度」を令和９年10月に開始できるよう、
検討します。 

福祉計画課 

  

課題３ 
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施策の柱４ 障害福祉人材の確保・育成 

 

障害福祉サービス等を安定的かつ継続的に提供していくためには、その担い手

となる人材の確保・育成が欠かせません。生産年齢人口の減少等により福祉分野

における人材確保が課題となる一方、障害のある人の重度化・高齢化および支援

ニーズの多様化等に伴い、障害福祉人材には、より専門的な知識および支援技術

が求められています。 

障害福祉人材の確保・育成に向けては、移動支援従業者および同行援護従業者

の養成研修等の受講料無償化等により、受講者の増加と支援の担い手の確保に努

めてきました。 

引き続き、各種研修の実施、参加促進に努め、多様なニーズに対応できる人材

の確保・育成を図るとともに、障害福祉への関心を高め、研修の受講および就労

につながる取組みを進めます。 

とりわけ相談支援においては、基幹相談支援センター、地域拠点相談支援セン

ターおよび相談支援事業所等の重層的な仕組みを活かし、専門的な指導・助言を

行うとともに、人材育成の支援を実施します。 

さらに、障害福祉人材の確保・育成とあわせて、障害福祉の仕事に携わる人が、

専門性を発揮しながら長く働き続けられる環境を整えていくことも重要です。障害

福祉サービス等職員に対する居住支援手当を支給するとともに、障害福祉サービス

等事業所に対する、職員の処遇改善に係る加算の取得促進等、障害福祉を支える担

い手の裾野を広げるとともに、ハラスメント対策等、職場環境整備への助言等も実

施します。 
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（１）障害福祉人材の確保・定着  

施策・取組 内容 所管 

品川区障害福祉サ
ービス等職員居住
支援手当の支給実
施 

品川区障害福祉サービス等職員居住支援手当
の支給を実施し、福祉人材の確保定着を図り
ます。 

障害者支援課 

専門的人材の育成
（重症心身障害、強
度行動障害、医療的
ケア対応等） 

障害福祉サービス等事業所における障害児者
の受入れ拡充を図るため、東京都の研修への
参加を促し、重症心身障害、強度行動障害、医
療的ケア等に対応できる専門的人材の育成を
図ります。 

障害者支援課 

移動支援従業者・同
行援護従業者の養
成と確保 

移動支援従業者や同行援護従業者養成研修等
の実施により、人材の育成と確保を図ります。
引き続き受講料無料で開催することで、受講
者の増加につなげます。また、多くの人に障害
者福祉への関心をもってもらい研修の受講に
つなげられるよう、事業所の地域交流や職場
体験、学校訪問による福祉の仕事のイメージ
アップを図るなど、事業所と協議し、受講者を
増やす取組みを実施します。さらに、移動支援
事業者を支援することにより、ヘルパー確保
につなげます。 

障害者支援課 

意思決定支援に基
づく支援力向上 

障害者の意思決定の支援が「障害福祉サービ
スの利用等にあたっての意思決定支援ガイド
ライン」に沿って実現できるよう、品川介護福
祉専門学校の福祉カレッジや相談支援専門員
向けの研修を実施し浸透させることで、相談
支援専門員やサービス従事者の支援力の向上
に取り組みます。 

障害者支援課 

相談支援の専門性
強化と人材育成 

基幹相談支援センター、地域拠点相談支援セ
ンター、相談支援事業所等の重層的な仕組み
を活かした包括的な相談支援体制のもと、専
門的な指導・助言および人材育成など各種機
能のさらなる強化・充実を図ります。 

障害者支援課 

 

  

主な施策・取組 

課題５ 
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（２）研修の充実・職場環境の整備  

施策・取組 内容 所管 

相談支援専門員の
育成と資質向上 

利用者ニーズに即したサービス提供ができる
よう、「品川区地域自立支援協議会」の場を活
用し、地域の課題や社会資源の把握にとどま
らず、障害福祉サービス等の社会資源の改善
や開発を行える相談支援専門員を育成しま
す。 

障害者支援課 

各種研修実施と東
京都研修参加促進
による相談支援専
門員の育成・資質向
上 

各種研修の実施ならびに東京都の研修への参
加を促し、障害特性に応じた専門相談の充実
を図ります。 

障害者支援課 

高次脳機能障害に
対応した専門相談
の充実 

高次脳機能障害専門相談員が、区内の相談支
援専門員へ助言する等、障害特性に応じた知
識・スキルのレベルアップを図ります。 

障害者支援課 

福祉カレッジによ
る切れ目のない研
修体制 

品川介護福祉専門学校の福祉カレッジにおい
て、障害児、障害者と対象別の研修に加え、テ
ーマに応じて、関連分野にも案内するなど、切
れ目のない支援を提供するスキルの向上を目
指します。 

障害者支援課 

障害児通所支援事
業所の支援質向上 

障害児通所支援事業所を誘致し、支援の充実
を図ります。また、児童発達支援事業所、放課
後等デイサービス事業所等に対して、研修を
実施し、情報共有や助言を行うことで、障害児
通所支援事業所の支援内容の向上を図りま
す。 

障害者施策推進課 
障害者支援課 

福祉現場のハラス
メント対策推進 

障害福祉現場におけるハラスメント対策等に
ついて、運営指導等の機会を通じて、職場環境
の整備状況等を確認し、対策を推進します。 

障害者施策推進課 

 

  

課題５ 
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施策の柱５ 障害のある子どもへの支援の充実 

 

子どもの健やかな成長を支えていくためには、発達や成長過程を把握し、支援

を必要とする子どもを早期に適切な支援につなげるとともに、一人ひとりの状況

に応じて継続的に支えていくことが重要です。 

その際、子どもの年齢および発達の状況等に応じて、発達する能力および意見

を述べる機会が十分に尊重・確保されたうえでの最善の利益が第一に考慮される

べきことを前提として、子どもが自らの生活や支援の内容について分かりやすい

形で説明を受け、意見を述べ、その意見が適切に考慮されるよう工夫することが

求められます。 

そのうえで、障害のある子どもとその家族が身近な地域で必要な支援を受けら

れるよう、さらなる支援体制の整備が求められています。 

区では、健康診査等を通じて早期発見・早期支援につなげるとともに、発達に

支援が必要な子どもの成長を支えるため、令和６（2024）年度に、区内２か所目

となる大原児童発達支援センターを開設しました。 

さらに、区内３か所目となる児童発達支援センターの整備を進めるとともに、

児童発達支援センターが担う、地域における中核的な役割としての機能をさらに

強化し、支援が必要な子どもとその家族を支える支援体制の充実を図ります。 

障害児通所支援については、放課後等デイサービスを筆頭に、引き続き多くの

利用ニーズが見込まれています。こうした状況を踏まえ、放課後等デイサービス

事業所の開設費用等を助成することにより、民間事業者による事業所の開設を促

進します。 

障害のある子どもの家族への支援については、一時的な休息等を確保するための

日中一時支援および一時的に介護ができなくなった場合の短期入所の充実を図る

とともに、地域での仲間づくりやコミュニティの場の提供および参加を促すととも

に、子育てに関する相談支援の充実を図ります。 
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（１）子どもの意思形成支援等の促進 

施策・取組 内容 所管 

児童の意見と発達
能力を尊重した育
成支援 

障害児支援を行うにあたって、児童の発達す
る能力および意見を述べる機会が十分に尊
重・確保されたうえでの最善の利益を第一に
考慮しながら、障害児の健やかな育成を支援
します。 

障害者支援課 

本人参加による支
援体制の確認と助
言 

集団指導および運営指導の機会を活用し、意
思決定支援ガイドラインを踏まえたサービス
担当者会議や個別支援会議における本人参加
の状況、子どもの意思形成・意思表出を支援す
る取組みについて確認し、必要な助言等を行
います。 

障害者施策推進課 

こども会議の実施 
障害の有無にかかわらず、子どもたちの多様
な意見やアイデアを聴き、その声を区政に反
映するため、「こども会議」を実施します。 

子ども育成課 

アドボケイト（意見
表明等支援員）の派
遣 

障害の有無にかかわらず、児童相談所が関わ
る子どもの元へ、児童相談所から独立した立
場である意見表明等支援員（アドボケイト）を
派遣し、子どもの生活における悩みや不安、支
援の内容に関する意見・意向が適切に表明さ
れるよう図ります。 

子ども育成課 
児童相談課 

一時保護所での子
ども会議と生活環
境改善 

障害の有無にかかわらず、一時保護所で過ご
す子どもたちが主体となる「子ども会議」を毎
週実施し、子どもたちの意見を反映させた生
活を送れるように、一時保護所の生活環境の
改善を図ります。 

児童相談課 

 

 

主な施策・取組 
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（２）地域における支援体制の充実 

 

 

  

施策・取組 内容 所管 

保育・教育・福祉の
連携強化 

障害のある子どもに対する切れ目のない支援
体制を整備するために、保育・教育・福祉がよ
り一層連携を強化し、「品川区地域自立支援協
議会子ども支援部会」において、情報共有や支
援方法のあり方などを検討・推進します。 
学校の卒業から社会生活への移行期において
も一貫した支援を行うため、福祉・教育・就労
等の連携をより一層強化しながら、一人ひと
りに応じたきめ細やかな卒業後の進路支援の
充実に努めます。 

障害者支援課 

児童発達支援セン
ターの中核機能強
化 

児童発達支援センターの中核機能（１.専門性
に基づく発達支援・家族支援 ２.地域の障害
児通所支援事業所への助言 ３.地域のイン
クルージョン推進 ４.地域の発達支援に関
する入口としての相談）を強化し、子どもと家
族への支援の充実を図ります。 

障害者支援課 

新児童発達支援セ
ンターの整備 

小山台二丁目の財務省小山台住宅等跡地を活
用し、区内３か所目となる児童発達支援セン
ターを整備します（令和 10（2028）年度開設
予定）。 

障害者施策推進課 

放課後等デイサー
ビス事業所開設の
助成 

放課後等デイサービス事業所の開設費用等の
助成により民間事業者による事業所開設を促
進し、障害のある子どもへのサービス提供体
制の充実を図ります。 

障害者施策推進課 

障害児通所支援事
業所の誘致と支援
質向上 

障害児通所支援事業所を誘致し、支援の充実
を図ります。また、児童発達支援事業所、放課
後等デイサービス事業所等に対して、研修を
実施し、情報共有や助言を行うことで、障害児
通所支援事業所の支援内容の向上を図りま
す。 

障害者施策推進課 
障害者支援課 

病弱特別支援学級
における医療機関
との連携 

病弱特別支援学級において、医療機関と連携
を図りながら、入院中の児童の健康面や個々
の実態に配慮した指導を展開していきます。 

教育総合支援 
センター 

自閉症・情緒障害特
別支援学級の開設
検討 

自閉症・情緒障害特別支援学級のさらなる開
設について、子ども、保護者のニーズや就学人
口の推移などを踏まえ、総合的に判断し検討
していきます。 

教育総合支援 
センター 

課題４ 課題６ 
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（３）早期発見・早期支援の充実  

施策・取組 内容 所管 

ライフステージに
対応した関係機関
の連携 

切れ目のない一貫した支援を提供する体制構
築のために、保健、医療、障害福祉、保育、教
育、就労支援等の関係機関が連携を図り、発達
段階やライフステージにおける個別ニーズに
対応した支援につなげます。 

障害者支援課 

５歳児健診を活用
した早期支援 

児童発達支援センターにおいて、保健センタ
ーとの連携を強化し、就学時健診より早期に
円滑な就学に向け、適した支援につなげる機
会を設けるために、５歳児健康診査等を通じ
て発達が気になる、また支援が必要な乳幼児
について、早期支援につなげ、健やかな発達を
支えます。 

保健センター 
障害者支援課 

児童発達支援セン
ターを中核とした
支援体制充実 

発達に支援が必要な子どもの成長を支えるた
め、児童発達支援センターを中核として、民間
の児童発達支援や放課後等デイサービス、保
育所等訪問支援等と連携し、区内の支援体制
充実を図ります。 

障害者支援課 

子育てネウボラ相
談による見守り・支
援体制の継続 

子育てネウボラ相談員による見守り・相談支
援体制を継続するとともに、アウトリーチを
強化し、支援を必要とする家庭の早期把握お
よび早期支援に取り組みます。地域の「かかり
つけ相談機関」としての子育てネウボラ相談
の周知を進め、相談しやすい環境づくりに努
めることで、子育て家庭の孤立防止や不安軽
減につなげ、安心して子育てができる地域づ
くりを推進します。発達や成長に課題を抱え
る子どもとその家族については、障害者支援
課等の関係機関と連携し、適切な支援へ円滑
につなげます。 

子ども家庭支援 
センター 

 

  

課題６ 
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（４）家族支援の充実  

施策・取組 内容 所管 

重症心身障害児者
への在宅レスパイ
ト・就労等支援事業
の提供 

重症心身障害児者等の看護や介護をご家族に
代替して行う、重症心身障害児者在宅レスパ
イト・就労等支援事業を提供して介護者の負
担軽減を図ります。 

障害者支援課 

日中一時支援事業
と短期入所の充実 

日中一時支援事業や短期入所の実施を継続
し、家族の支援を図ります。また、区立施設以
外の民間事業所での受入れに対する補助制度
を新たに整備することで、より一層の家族の
就労や一時的休息のための支援を進めていき
ます。 

障害者支援課 

子ども発達相談室
と相談支援事業所
の充実 

身近な地域において、気軽に子どもの発達に
関する相談を受けることができるように、子
ども発達相談室の機能や、相談支援事業所の
充実を図ります。 

障害者支援課 

児童発達支援セン
ターでの保護者の
仲間づくりと相談
支援 

児童発達支援センターやインクルーシブひろ
ばベルで、保護者の方に仲間づくりや地域の
コミュニティへの参加を促すとともに、子育
てに関する相談支援を提供できるよう進めま
す。 

障害者支援課 

ペアレントプログ
ラムとペアレント
トレーニングの充
実 

児童発達支援センターにおいて、子どもの行
動を理解し、適切な関わり方を学べるよう、ペ
アレントプログラムやペアレントトレーニン
グ等の発達障害児者およびその家族に対する
支援の充実を図ります。 

障害者支援課 

  

課題４ 課題６ 
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施策の柱６ 安全・安心な暮らしの確保 

 

障害のある人が地域で安心して暮らし続けるためには、公共施設・経路等のハ

ード面の環境整備とともに、様々な配慮を要する人への理解啓発および情報提供

の充実等のソフト面の取組みを総合的に進めていく必要があります。 

そのため、障害のある人に配慮したまちづくり等を推進するとともに、心のバ

リアフリーおよび情報バリアフリーの考え方に基づき、バリアフリー情報の提

供・更新およびバリアフリーマップの充実等を図ります。 

また、品川区新総合庁舎の整備では、「誰にでもやさしく便利で機能性にあふれ

た庁舎」を実現するため、法令に基づくバリアフリーの基準に加えて、庁舎とし

ての利用のしやすさの基準を取りまとめた「品川区新総合庁舎アクセシビリティ

整備の手引き」を策定し、整備を進めています。 

災害発生時においては、障害特性によって情報の取得や避難行動に大きな困難

が生じる場合があり、障害特性に応じた情報提供および避難支援の充実が欠かせ

ません。発災時には、音声での情報発信に加え、文字情報の発信を行う等、障害

の有無や特性の種類に関わらず等しく情報が行き渡るよう、情報伝達手法の充実

についての検討を進めます。 

さらに、人工呼吸器等の医療機器の電源の確保、避難行動要支援者の災害時個別

支援計画の作成等、個々の事情を考慮した支援方法や避難方法について検討を進め

ます。 
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（１）バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

施策・取組 内容 所管 

バリアフリー情報
の提供・更新と「や
さしいまちガイド
マップ」の整備 

心のバリアフリーおよび情報バリアフリーの
考え方を基にして、「やさしいまちガイドマッ
プ」の整備等、バリアフリー情報の提供・更新
やバリアフリーマップの充実を図ります。 

福祉計画課 

ハード・ソフト両面
でのバリアフリー
化の推進 

多様なひとの移動や活動を支え、安全・安心・
快適に回遊できる、誰一人取り残さないまち
なかを実現するために、バリアフリー計画に
基づき、ハード・ソフト両面でのバリアフリー
化を推進します。 

地域交通政策課 

公園のバリアフリ
ーとユニバーサル
デザイン化 

だれもが安心・安全に遊べるように公園のバ
リアフリーやユニバーサルデザイン、生物多
様性への配慮など地域住民のニーズや時代の
要請に即した機能の見直しを行います。 

公園課 

品川区新総合庁舎
のアクセシビリテ
ィ整備 

品川区新総合庁舎においては、法令に基づく
バリアフリーの基準に加えて、「品川区新総合
庁舎アクセシビリティ整備の手引き」を策定
し、新庁舎ならびにその敷地内を「庁舎内エリ
ア」と「屋外エリア」に分け、より高い水準が
必要と考えられる場面・状況に応じた基準の
もと、整備を進めています。 

新庁舎整備課 

 

（２）災害対応等の推進  

施策・取組 内容 所管 

災害時の多角的・迅
速な情報提供・伝達 

災害発生時には、防災行政無線による音声で
の情報発信に加え、防災行政無線の放送内容
等を LINE・しなメール等の文字情報でも発信
するとともに、耳で聴くハザードマップの提
供を通じて、迅速かつ多角的に情報提供・伝達
を行います。 

防災課 

障害者の個別避難
計画作成と災害時
支援体制の整備 

災害時の支援について、在宅人工呼吸器使用
者をはじめ、障害者の災害時個別避難計画を
作成します。また、人工呼吸器等の医療機器の
電源の確保や障害に応じた情報伝達手法等に
ついて、個々の事情を考慮した支援方法や避
難方法を防災関係機関と連携して検討を進め
ます。さらに、災害時に必要な福祉用具の供給
について、新たに一般社団法人 日本福祉用具
協会と協定を締結しました。引き続き災害時
の支援として必要な物資や給電の協定を検討
します。 

障害者支援課 
保健センター 
防災課 

主な施策・取組 

課題７ 
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（２）災害対応等の推進（つづき） 

施策・取組 内容 所管 

福祉避難所の開設
運営体制の整備 

自助・共助・公助の理念に基づき、日頃から備
え、災害時の行動等について周知を行ってい
くとともに、個別避難計画により予め決めら
れた人が避難する福祉避難所の開設運営につ
いて、整備を進めます。 

福祉計画課 
障害者施策推進課 
障害者支援課 
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施策の柱７ 就労支援の充実 

 

近年、障害者雇用促進法の改正および法定雇用率の段階的な引上げ等、障害の

ある人の雇用を促進するための制度整備が進められており、行政機関、民間企業

等における雇用は徐々に拡大しています。 

そのため、障害のある人がその希望や能力、適性に応じた働き方を実現し、働

き続けることができるよう、就労機会の確保に加え、一般就労への移行および就

労定着等、一人ひとりの状況に応じた支援を充実させていくことが重要です。 

区では、障害のある人の就労支援を一層推進するため、令和７（2025）年度に

障害者就労支援を推進する係を新たに設置し、支援体制の強化を図るとともに、

一人ひとりの希望・特性に応じた就労の実現に向けた取組みを推進してきまし

た。 

一方で、障害のある人の就労に対する希望および必要とする支援は多様化して

おり、障害のある人が自身の希望および適性に応じた働き方を実現できるよう、

一般就労への移行および就労定着を支援するとともに、多様な働き方を選択でき

る就労機会の充実を図っていく必要があります。 

令和７（2025）年 10 月に開始された就労選択支援については、「品川区地域自

立支援協議会就労支援部会」において、利用促進に向けた方策を検討し、関係事

業所等と連携を図りながら、制度の定着を推進します。 

さらに、自営や企業で働く重度障害者等の就労を支援するとともに、長時間働

くことが難しい状況にある方々を対象に週 20 時間未満での働き方となる超短時間

雇用促進事業を進め、障害特性および生活状況等に応じた就労機会の拡大を図り

ます。 

また、品川区障害者就労支援センターおよび就労移行支援事業者を通じて、企業

に障害者の受入れに関する相談や、職場での障害者理解の促進を働きかけ、障害者

が安心して働き続けられる環境づくりを推進します。  
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（１）就労支援の推進  

施策・取組 内容 所管 

就労支援事業者の
誘致と専門性向上 

就労支援の担い手である就労選択支援・就労
移行支援事業者等の誘致を図り、専門性の向
上に取り組むとともに、ハローワークや東京
障害者職業センターによる技術的・専門的な
助言や援助を活用し、障害者が就労に向けて、
適切な支援が受けられるよう取り組みます。 

障害者支援課 

就労選択支援の利
用促進と制度定着 

令和７年10月に開始された就労選択支援の積
極的な利用を図るための方策について「品川
区地域自立支援協議会就労支援部会」で検討
をし、就労移行支援事業所や就労継続支援事
業所との連携を取りながら、制度の定着を推
進します。 

障害者支援課 

職場定着支援と生
活面からの一体的
支援 

障害者が就労後も安定して働き続けられるよ
う、品川区障害者就労支援センター「げんき品
川」における職場定着支援を継続するととも
に、相談支援機関や障害福祉サービス事業者、
民間企業と連携して、生活面からの一体的な
支援を進めます。 

障害者支援課 

重度障害者等就労
支援特別事業の利
用促進 

雇用施策との連携による重度障害者等就労支
援特別事業の利用を促進し、自営や企業で働
く重度障害者等の就労を支援します。 

障害者支援課 

就労継続支援事業
所の製品開発・販路
拡大支援 

就労継続支援事業所における製品の開発や品
質向上、販路の拡大、アンテナショップでの販
売の促進、障害者の工賃向上や事業所の安定
運営をめざした支援策について、「品川区地域
自立支援協議会就労支援部会」で検討し、推進
していきます。 

障害者支援課 

福祉ショップでの
自主製品販売促進 

障害者就労施設の自主製品を販売する場を
「福祉ショップテルベ」および障害者就労体
験事業実施施設「Kitara」に常設することで、
障害者の製作活動の促進、製品の販路拡大を
図ります。 

障害者支援課 

障害者優先調達の
推進と共同受注窓
口の周知 

障害者優先調達推進法に基づき、障害者就労
支援施設等からの物品等の調達に努めるとと
もに、障害者の工賃向上につながるように、区
内の対象事業所で受注可能な物品および役務
サービスをまとめたカタログを活用し、共同
受注窓口の周知や区民に自主製品を紹介して
いきます。 

障害者支援課 

  

主な施策・取組 

課題８ 
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（１）就労支援の推進（つづき） 

施策・取組 内容 所管 

品川区職員障害者
活躍推進計画と職
域拡大 

令和７年に品川区職員障害者活躍推進計画
（２期）を策定し、エンゲージメントに関する
目標を新たに定め、支援員による職場巡回や
相談対応等の定着支援等の新たな支援体制を
構築することにより、一層障害者雇用や定着
の体制整備を推進します。 
「業務支援室」では、障害者が専門スタッフの
支援を受けながら軽作業等に取り組み、各課
の業務を支援します。 
また、障害者の職域が広がる支援体制を強化
することで、障害者の就労機会を一層拡大し
ていきます。 

人事課 

 

（２）多様な働き方の推進  

施策・取組 内容 所管 

企業への合理的配
慮と多様な雇用形
態の導入働きかけ 

企業に対して、国の障害者雇用施策や企業支
援等の活用を促進しつつ、障害特性や本人の
状況に応じた合理的配慮の提供や仕事の創
出、短時間就労等の多様な雇用形態の導入等
を働きかけていきます。 

障害者支援課 

企業の障害者受入
れ相談と職場理解
促進 

品川区障害者就労支援センター「げんき品川」
や就労移行支援事業者を通じて、企業に障害
者の受入れに関する相談や、職場での障害者
理解の促進を働きかけ、障害者が安心して働
き続けられる環境づくりを推進します。 

障害者支援課 

超短時間雇用促進
事業のコーディネ
ート機能強化 

超短時間雇用促進事業について専任のコーデ
ィネーターを就労支援センター「げんき品川」
に配置し、働きたい人と超短時間に適した業
務とのマッチング等を行います。 

障害者支援課 

 

  

課題８ 
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施策の柱８ 社会参加の促進 

 

すべての障害のある人が、地域で自分らしく暮らし、様々な活動に参加してい

くためには、情報の十分な取得利用および円滑な意思疎通手段の確保が必要で

す。 

区では、手話通訳者の派遣および印刷物への音声コードの使用等により、障害

特性に応じた情報利用およびコミュニケーション手段の確保に努めてきました。

また、区ホームページを令和８（2026）年度にリニューアルし、あわせて作成し

た「アクセシビリティガイドライン」に沿った運用を行うとともに、ウェブサイ

トの品質維持・向上に取り組んできました。 

引き続き、タイムリーな情報発信に加え、情報アクセシビリティおよび意思疎

通支援の充実を図り、必要な情報を円滑に取得・利用できる環境整備を推進しま

す。 

また、文化芸術活動およびスポーツ・健康増進活動への参加は、障害のある人

の生活を豊かにするだけでなく、活動を通じて地域の人々とのつながり、障害へ

の理解と認識を深め、障害のある人の自立と社会参加を促進するものでもありま

す。 

そのため、障害の有無にかかわらず安心して利用できる文化施設のバリアフリー

化および鑑賞サポートを推進するとともに、インクルーシブスポーツの体験・観戦

機会等を創出し、文化・スポーツ等を通じた社会参加および障害者理解の促進を図

ります。 

さらに、障害のある人の外出および社会参加を支えるため、移動支援、同行援

護等の必要なサービスを提供するとともに、その担い手となる人材の確保・育成

に取り組みます。 
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（１）情報アクセシビリティ・意思疎通支援の充実  

施策・取組 内容 所管 

障害特性に応じた
情報・コミュニケー
ション手段確保 

手話通訳者の派遣や印刷物の音声コードによ
る文字の読上げ等、障害の特性に応じた情報
の利用、コミュニケーション手段の確保に努
めます。 

障害者支援課 

ホームページアク
セシビリティガイ
ドライン運用 

令和８年度ホームページリニューアル時に作
成したアクセシビリティガイドラインに沿っ
た運用を行います。 
また、定期的な確認や改善を行うことで、品質
維持・向上に取り組みます。 

戦略広報課 

「声の広報」配布と
YouTube 配信 

視覚障害等がある区内在住の方にカセット版
かデイジー版の「声の広報」を郵送します。ま
た、「声の広報」は区公式の YouTube チャンネ
ルでも配信します。 

戦略広報課 

中途障害者向けプ
ログラムと支援者
養成 

中途障害者で失語症等の方を対象にしたプロ
グラムや中途失聴・難聴の方を対象にした講
座の開催、またボランティア養成のための点
訳講座、朗読講座等を開催し、障害の特性に応
じた意思疎通支援の充実を図ります。 

障害者支援課 

失語症者へのコミ
ュニケーション支
援派遣 

コミュニケーションに困難を抱える失語症者
および失語症者団体に対し、円滑にコミュニ
ケーションがとれるようサポートを行うコミ
ュニケーション支援者を派遣することで、失
語症者の自立と社会参加の促進を図ります。 

障害者支援課 

手話通訳者・要約筆
記者の養成と手話
理解促進 

東京都等の関係機関と連携して、手話通訳者・
要約筆記者の養成・確保と円滑な派遣に努め
ます。また、品川区手話言語条例に基づき、手
話を使用する人が安心して生活できるよう手
話の理解促進・普及を図ります。 

障害者支援課 

 

（２）スポーツ・健康増進活動の充実 

施策・取組 内容 所管 

障害者向け参加機
会の充実 

障害者の特性に柔軟に対応し、どのような種
別や程度であっても、参加しやすいように機
会の充実に取り組みます。 

スポーツ推進課 

地域スポーツ施設
による運動機会充
実 

区立スポーツ施設や学校施設の開放により、
地域の身近な場所で障害者が定期的にスポー
ツに取り組める機会の充実を図ります。 

スポーツ推進課 

  

主な施策・取組 

課題９ 
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（２）スポーツ・健康増進活動の充実（つづき） 

施策・取組 内容 所管 

パラスポーツ・デフ
スポーツとインク
ルーシブスポーツ
推進 

東京 2020 大会や東京 2025 デフリンピックの
レガシーとして、パラスポーツやデフスポー
ツの周知啓発や、障害の有無等にかかわらず
誰もが参加できるインクルーシブスポーツの
体験・観戦機会を創出することで、スポーツを
通じた障害者理解を促進します。 
あわせて、区が任命するインクルーシブスポ
ーツサポーターと連携のもと、パラスポーツ
やデフスポーツを身近に感じられる取組みを
推進します。 

スポーツ推進課 

 

（３）文化・芸術活動の充実 

施策・取組 内容 所管 

文化・芸術作品展と
発表の場創出 

障害者の文化・芸術活動を支援するために、作
品展の開催や発表の場をつくり、区民の障害
者への理解を図ります。 

障害者支援課 

障害者による世代
間・分野間交流促進 

障害者が文化芸術活動を通じて、子どもや高
齢者、幅広い活動分野の人たちとともに文化
芸術活動を行い、交流機会の創出を支援する
ことで、社会参加の推進や障害者理解の促進
を図ります。 

障害者支援課 

文化施設のバリア
フリー化と鑑賞サ
ポート 

文化・芸術に親しむ機会の充実を図るため、誰
もが安心して利用できるように文化施設のバ
リアフリー化や鑑賞サポートの推進を図りま
す。 

文化観光戦略課 

図書館による多様
な読書支援 

区立図書館では、活字による読書が困難な人
への音訳図書、点字図書、さわる絵本、マルチ
メディア・デイジー図書等の貸出や来館困難
な方への自宅配本を行っています。また、区内
特別支援学級への情報提供をはじめ、品川特
別支援学校への団体配本、音声ガイドと字幕
付きの「バリアフリー映画会」、手話通訳を配
した「バリアフリーおはなし会」の開催等を通
じて、支援の充実を図ります。 

品川図書館 
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（４）外出支援・参加支援の充実 

施策・取組 内容 所管 

移動支援従業者の
人材育成と確保 

移動支援従業者や同行援護従業者養成研修等
の実施により、人材の育成と確保を図ります。
引き続き受講料無料で開催することで、受講
者の増加につなげます。また、多くの人に障害
者福祉への関心をもってもらい研修の受講に
つなげられるよう、事業所の地域交流や職場
体験、学校訪問による福祉の仕事のイメージ
アップを図るなど、事業所と協議し、受講者を
増やす取組みを実施します。さらに、移動支援
事業者を支援することにより、ヘルパー確保
につなげます。 

障害者支援課 

軽度知的障害者向
け余暇活動提供 

軽度の知的障害のある人を対象にした「日曜
サークル」では参加者が集団活動を通して自
立する力を身につけられるよう、余暇活動の
機会を提供します。 

文化観光戦略課 
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施策の柱９ 障害理解と権利擁護の促進 

 

平成 24（2012）年に施行された「障害者虐待防止法」では、障害のある人に対

する虐待の禁止、虐待の予防・早期発見および虐待を受けた障害のある人に対す

る保護等を定めています。 

 区では、虐待およびその疑いがある場合に迅速に対応するため、障害者支援課

に「しながわ見守りホットライン」を設け、通報・相談を受け付けています。 

 また、障害福祉サービス等事業所においても、虐待防止委員会の設置が義務化

されており、定期的な委員会の開催および職員に対する虐待防止チェックリスト

の実施等により、虐待防止に努めています。区においても、事業所への運営指導

等の機会を通じて、虐待防止に関する周知や継続的な助言を行い、事業所におけ

る虐待防止体制の強化を図っています。 

 平成 28（2016）年に施行された「障害者差別解消法」では、障害を理由とす

る不当な差別的取扱いを禁止するとともに、行政等に対する合理的配慮の提供義

務を定めており、障害に対する差別を解消し、誰もが分け隔てなく共生する社会

を実現することを定めています。令和６（2024）年には、「改正障害者差別解消

法」が施行され、民間事業者にも合理的配慮の提供が義務化されました。 

この法改正を契機として、障害を理由とする差別の解消および民間事業者による

合理的配慮の提供に関する周知・啓発の充実を図ってきましたが、障害を理由と

した差別・偏見は依然として存在し、合理的配慮についても十分に認知されてい

ない状況にあることから、同法に関する普及啓発を継続的に取り組んでいく必要

があります。 

そのため、区では、「品川区障害者差別解消支援地域協議会」において、関係機

関とのネットワーク構築、相談事例の共有を図るとともに、普及啓発活動の手法に

ついても検討を進めます。 
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（１）虐待防止・権利擁護の促進 

施策・取組 内容 所管 

虐待防止ホットラ
インの周知と迅速
対応 

障害者虐待防止法に基づき設置した「品川区
障害者虐待防止センターしながわ見守りホッ
トライン」の周知を図るとともに、障害者虐待
に迅速に対応します。 

障害者支援課 

虐待防止ネットワ
ーク推進協議会に
よる連携強化 

「品川区虐待防止ネットワーク推進協議会」
において、障害者に対する虐待等の早期発見
やその被害者の適切な保護や支援を図るとと
もに、関係機関の連携を強化し虐待のない地
域社会を目指します。 

障害者支援課 
人権・ジェンダー 
平等推進課 

事業所への虐待防
止の周知徹底と指
導 

集団指導や運営指導の機会を通じて、虐待防
止等についての周知徹底および継続的な助言
を実施し、虐待防止等に向けた取組みを推進
します。 

障害者施策推進課 

意思決定支援によ
る本人らしい生活
の実現 

必要な人が成年後見制度を含めた各種制度に
つながり、本人らしい生活を送れるよう、福祉
関係者等が意思決定支援のもとでの本人への
支援を行います。 

福祉計画課 

 

（２）障害理解・差別解消の促進  

施策・取組 内容 所管 

相互尊重と共生社
会の実現 

障害のあるなしによって分け隔てられること
なく、相互に人格と個性を尊重し合いながら、
共生する社会を実現するための取組みを推進
します。 

全庁 

障害者差別解消支
援地域協議会によ
る相談共有と啓発 

品川区障害者差別解消支援地域協議会におい
て、関係機関とのネットワーク構築、相談事例
の共有を図るとともに、普及啓発活動の手法
についても検討を進めます。 

障害者施策推進課 

障害者差別解消推
進本部会議による
全庁方針の共有 

障害を理由とする差別の解消に向けた取組み
を推進するため、障害者差別解消推進本部会
議を開催し、全庁方針の決定・共有等を行い、
会議の結果について全職員に向けて共有しま
す。 

障害者施策推進課 

法・制度の周知啓発 

「品川区における障害を理由とする差別の解
消の推進に関する職員対応要領」に基づき、職
員研修を実施し、障害者差別解消法の浸透と
障害者理解の促進を図ります。 

障害者施策推進課 
人事課 

 

主な施策・取組 

課題８ 課題 10 
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（２）障害理解・差別解消の促進（つづき） 

施策・取組 内容 所管 

改正障害者差別解
消法の周知とハン
ドブック改訂 

改正障害者差別解消法の施行により、民間事
業者による合理的配慮の提供が義務化された
ことを踏まえ、障害者差別解消法ハンドブッ
クを改訂します。引き続き、窓口や二十歳の集
い等で配布し、さらなる周知啓発に努めます。 

障害者施策推進課 

市民後見人研修で
の障害者理解啓発 

市民後見人養成講座や民生委員研修等で障害
者差別解消や障害者理解の説明を行い、周知
啓発に努めています。 

障害者施策推進課 

障害者イベントに
よる地域住民との
交流促進 

障害者団体やボランティア団体、社会福祉協
議会等の協力のもとで「ふくしまつり」や「障
害児（者）と家族のレクリエーション大会」を
障害者が参加する実行委員会形式で開催し、
地域住民と交流して障害者理解の促進を図り
ます。 

障害者支援課 

障害者施設の地域
開放と地域交流 

区内の障害者施設で、地域住民に対して障害
者イベントへの招待、施設の地域開放を行い、
地域交流と障害者理解の促進を図ります。 

障害者支援課 

障害者週間等によ
る理解啓発活動の
充実 

障害者週間等における障害理解のための啓発
イベント・講座等の充実を図り、多くの区民が
障害への理解を深めることができるよう、取
組みを推進します。 

障害者支援課 

子ども向け手話体
験講座の実施 

区民向け・子ども向け手話体験講座を心身障
害者福祉会館と障害児者総合支援施設の２か
所で実施します。 

障害者支援課 

 

（３）合理的配慮の提供の充実・促進  

施策・取組 内容 所管 

職員研修による合
理的配慮知識の深
化 

職員一人ひとりが障害者に寄り添った支援が
できるよう、研修等を通じて合理的配慮に関
する知識を深めます。 

全庁 

窓口での手話通訳・
情報アクセシビリ
ティ対応 

窓口での遠隔手話通訳サービスの提供、手話
通訳者等の配置を通じて、情報アクセシビリ
ティに配慮した情報提供を行います。 

全庁 

窓口環境の利便性
向上 

窓口においてカウンター周りの工夫、案内表
示の見直しなどを進め、障害者が利用しやす
い環境づくりに取り組みます。 

全庁 

民間事業者への合
理的配慮周知啓発 

区内イベントに出展している事業者へのハン
ドブック配布等、民間事業者への合理的配慮
の提供に関する周知・啓発について、検討を進
めます。 

障害者施策推進課 

課題８ 課題９ 課題 10 
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施策の柱 10 インクルージョンの推進 

 

障害のあるなしにかかわらず、分け隔てない地域社会を実現するためには、互

いに人格と個性を尊重し合いながら、共に生活できる環境を整えていくことが重

要です。特に、年少期から障害の有無を問わず共に過ごし、互いに学び合う経験

を重ねることは、地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進していく

上で重要です。 

そのため、区では、インクルージョンの考え方への理解を広げるとともに、教

育および地域のさまざまな場において、すべての人が共に学び、育ち、活動でき

る環境づくりを推進していきます。 

教育におけるインクルージョンでは、「交流及び共同学習」を推進し、障害のあ

るなしに関わらず、共に触れ合い、共感し合うことを通じて、すべての子どもた

ちが共に生き、共に学ぶ環境整備に努めます。 

また、特別支援学級等では、それぞれの状況に応じた研修会を実施する等、教

員、支援員等に対し広く理解・啓発を促進します。 

地域におけるインクルージョンでは、児童発達支援センターを地域のインクル

ージョン推進の拠点とし、保育所等訪問支援およびスーパーバイズ・コンサルテ

ーション機能を活用して、保育園・児童センター等における障害のある子どもの

育ちを支援します。  
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（１）教育のインクルージョンの推進 

施策・取組 内容 所管 

特別支援教育方針
と共生社会実現へ
の取組み推進 

特別支援教育に関する方針や具体的な取組み
を示し、着実に施策の展開を図り、全ての子ど
もたちが互いの違いを認め合い、一人ひとり
の能力と可能性を最大限に伸ばすことができ
る教育の実現、また、自分らしさを存分に発揮
することができる共生社会の実現を目指し
て、特別支援教育のさらなる充実を図ってい
きます。 

教育総合支援 
センター 

保育・教育・福祉の
連携による切れ目
のない支援体制整
備 

障害のある子どもに対する切れ目のない支援
体制を整備するために、保育・教育・福祉がよ
り一層連携を強化し、「品川区地域自立支援協
議会子ども支援部会」において、情報共有や支
援方法のあり方などを検討・推進します。 

障害者支援課 

教員向け研修によ
る教育インクルー
ジョンの理解促進 

教育のインクルージョンを推進するため、特
別支援学級、通級指導学級、特別支援教室それ
ぞれの状況に応じた研修会を実施するととも
に、初任者研修や、通常の学級に所属する教員
を含めた研修の実施および会計年度任用職
員・支援員向けの研修を実施する等、広く理
解・啓発を促進します。 

教育総合支援 
センター 

学習参加と達成感
を実感できる学習
環境の整備 

区立学校において、障害のある子どもが、学習
活動に参加している実感や達成感を感じなが
ら、充実した時間を過ごせるよう、合理的配慮
や、多様な学びの場「特別支援学級固定級（知
的障害、自閉症・情緒障害、病弱）」、「通級指
導学級（言語障害、難聴）」、「特別支援教室」
を設置し、子どもたちがお互いを認め、尊重し
合いながら学ぶ環境を整えます。 

教育総合支援 
センター 

「交流及び共同学
習」による共生社会
の実現推進 

「交流及び共同学習」の充実について、各学校
の教育課程に位置付けて推進し、障害の有無
にかかわらず、共に触れ合い、共感し合うこと
を通して、すべての子どもたちが共に生き、共
に学ぶ地域社会の実現を目指します。 

教育総合支援 
センター 

 

  

主な施策・取組 
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（２）地域におけるインクルージョンの充実  

施策・取組 内容 所管 

関係機関連携によ
るインクルージョ
ン推進 

インクルージョン推進のため、保育、子育て支
援、教育等の関係機関が連携を図ります。 

障害者支援課 
保育施設運営課 
子ども育成課 
教育総合支援 
センター 

児童発達支援セン
ターを中核とした
保育園等の支援機
能強化 

児童発達支援センターを地域のインクルージ
ョン推進の中核として、保育所等訪問支援や
スーパーバイズ・コンサルテーション機能を
活用することで、保育園・児童センター等での
障害児の育ちを支援します。さらに、品川区立
大原児童発達支援センターにおいて、併設の
児童センターと連携することで、さらなるイ
ンクルージョンを推進していきます。 

障害者施策推進課 
障害者支援課 
子ども育成課 

重症心身障害児・医
療的ケア児の地域
交流支援 

重症心身障害児・医療的ケア児と地域の子ど
も達がインクルーシブな環境で安全・安心に
過ごせる場を提供するとともに、地域交流を
通じた仲間づくりや子育ての情報交換等がで
きるよう支援を行います。 

障害者支援課 

就学相談と特別支
援学校の訪問支援
による学習参加支
援 

関係機関との連携を図りながら、特別な支援
が必要な児童を適切な就学先や支援につなげ
られるよう、就学相談の確実な実施に努めま
す。また、特別支援学校のセンター的機能を活
用しながら、学校への訪問支援を実施し、障害
児の学習参加と社会的包容を支える体制を構
築します。 

教育総合支援 
センター 

すまいるスクール
（放課後対策）の支
援体制強化 

すまいるスクール（全児童放課後等対策事業）
において、特別支援サポーターの配置の拡充
および専門的知見を有する者による巡回相談
の継続により、支援や配慮が必要な児童のサ
ポートを強化し、地域の放課後の場への参加
と交流を促進する環境を整えます。 

子ども育成課 

併設型児童発達支
援事業所の促進 

障害のある子どもと障害のない子どもが日常
的に交流しながら共に育つ環境づくりを推進
するため、保育所等に併設する児童発達支援
事業所の開設を促進していきます。 

障害者施策推進課 

保育所等訪問支援
による地域参加・包
容の推進 

障害児の地域社会への参加・包容（インクルー
ジョン）につなげるため、保育所等訪問支援に
対する訪問先の理解を促進するとともに、サ
ービス提供体制を整えます。 

障害者施策推進課 
障害者支援課 

  

課題６ 
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（２）地域におけるインクルージョンの充実（つづき） 

施策・取組 内容 所管 

障害児者イベント
開催による地域理
解促進 

障害者団体やボランティア団体、社会福祉協
議会等の協力のもとで「ふくしまつり」や「障
害児（者）と家族のレクリエーション大会」を
障害者が参加する実行委員会形式で開催し、
地域住民と交流して障害者理解の促進を図り
ます。 

障害者支援課 

障害者施設の地域
開放による交流機
会創出 

区内の障害者施設で、地域住民に対して障害
者イベントへの招待、施設の地域開放を行い、
地域交流と障害者理解の促進を図ります。 

障害者支援課 

インクルーシブ公
園の整備推進 

区立公園において、障害の有無にかかわらず
あらゆる子どもたちが遊具で遊べるよう、大
規模改修等のリニューアルに合わせてインク
ルーシブ公園の整備を進めます。 

公園課 
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